
（

１．２０１５年度以降、５年以内に想定している業務量の動向 ２．課等別定数配分内訳

(１)　　2015年度以降、5年以内に想定している事業の廃止・縮小・終了、執行体制の見直し等に伴う業務量の減と定数への影響 （１）2014年度 （２）2015年度・課作成案 （３）2015年度・部局査定

定数及び予算に影響を与えるような事業の廃止・縮小・終了、執行体制の見直し等を予定しておらず、当面、業務量の減がない

2015年度以降、5年以内に、以下の事業の廃止・縮小・終了、執行体制の見直し等の実施を検討しており、業務量の減が見込まれる

1

2

3

4

5

(２)　　2015年度以降、5年以内に想定している新規・拡充事業等に伴う業務量の増と定数への影響

当面、定数及び予算影響を与えるような業務量の増はない

2015年度以降、5年以内に、以下の新規・拡充事業等に伴う業務量の増が見込まれる

1

2

3

4

5

３．２０１５年度定数増減事由

(１)　　事務事業と執行体制の見直し等に伴う定数減

### なし　⇒ （ 見直し等をしたが、定数1以上の業務量の減には至らなかった 見直し等の効果は、２０１６年度以降の定数に反映する 見直し等をしていない ）

あり

No

 ① 見直しの考え方と事務量の変動

(2014年度）

 ③ 事務事業の概要

 ② 見直しに伴う経費の変動及び効果額

 ④ 見直しに伴うその他の留意事項

 ① 見直しの考え方と事務量の変動

(2014年度）

 ③ 事務事業の概要

 ② 見直しに伴う経費の変動及び効果額

 ④ 見直しに伴うその他の留意事項

計画等の位置づけ （新5ヶ年）体系番号  ③ 事業予算への影響

配分期間
なし

建築

査定種別

職種

配分種別

本事由による定数見直しは、××課の1名増員と一体で実施したい。

▲ 1

査定理由

課間の勤務時間の偏在の解消

●●指導事務　・　▲▲整備事務

●●指導事務の件数の減少と、▲▲整備事務のスケジュールの延期により、2015年度は●●課に
おける事務量が減少する見込みである。一方、××課については、2013年度の職員の時間外勤務
の平均時間が340時間となっており、2015年度も業務量の減少の見込みがないことから、●●課か
ら1名減員し、××課に1名増員する。
（●●課における事務量の減）　▲2100時間
内訳・・・●●指導事務の件数の減少による事務量の減　　▲６００時間、▲▲整備事務のスケ
ジュール延期による2014年度の業務量の減　　▲１５００時間

採用

部内で執行体制を見
直すことにより、部の
定数を増やすことなく
勤務時間の偏在の解
消が図られるため。

2100

減数

Ａ係

2

事　由  ① 「事務と執行体制の確認シート」の大分類 ②稼働時間

減

なし

担当・係

なし

・●●指導事務は、●●基準法に基づき、市の事業者が●●を行う
際の書類審査・検査を行っている。この事務は、2013年の●●基準
法の改正により、審査及び検査を▲▲が認定した検査機関が行える
ようになり、審査及び検査の件数が2012年度1500件であったもの
が、2013年度1000件程度に減少し、以降も減少傾向が続くと考える。
・▲▲整備事務は、地権者との用地交渉が難航しており、2014年度
に実施する予定であった工事を、2016年度以降に行う見込みであ
る。

●×▲センター
組織管理要員については、別途組織改正の調整を要する

減数 ▲ 2

・●×▲センターは条例により設置されている公の施設
・●×▲センターの定数は事務２
・センター長１名、一般常勤職員（事務）２名、一般嘱託職員１名を配
置し、施設の管理運営を行っている。
・運営にあたっては、通常の施設の貸し出しのほか、子どもの●●体
験の充実を狙いとした××講座の開催を年に１０回、保護者の子育
てのサポートを行うことを狙いとした△△講座を年に１５回行ってい
る。

計画等の位置づけ （新5ヶ年）体系番号  ③ 事業予算への影響

配分期間
行政経営改革プラン ●-●-●

定数減とする事由等 見直しの対象 見直しの内容 2015年度定数

●×▲センターの指定管理者制度導入

●×▲センター管理事務

●×▲センターの運営（直営）に、指定管理者制度を２０１４年４月から導入する。
導入により、現在と同じ内容の事業を展開するための委託料を要するが、職員の削減による経費
削減額が委託量を上回っており、経済効果が見込める。
（現在の事務量）●×▲センターの管理運営　7700時間
（導入後の事務量）指定管理者との連絡調整・・・50時間、協定締結・委託料管理等・・・30時間、指
定管理者モニタリング（報告書確認・実施調査等）・・・120時間、指定管理者評価（年1回）・・・40時
間

担当・係

配分種別

部・局査定

1

事　由  ① 「事務と執行体制の確認シート」の大分類 ②稼働時間

減

職種 事務

採用

指定管理者制度の導
入により、行政コスト
を削減しながら、市民
サービスを維持・向上
させることができると
考えるため。

7700

委託料 15,000千円、職員の削減に伴う経費削減額　▲17,088千円
〈内訳〉　職員▲2　　　7,353千円×2人　＝　▲14,706千円
　嘱託職員　▲1　　　2,382千円×1人　＝　▲2,382千円
効果額 ▲2,088千円

100万円以上の増額

査定種別 査定理由

国の臨時特例措置の実施に伴う■■認定件数の増加 なし 2015年度～ 1 機械

100万円未満の増額△△法に基づく検査事務の東京都からの権限移譲 その他（地域主権改革） 2015年度～ 1

1 49 3 ▲ 6 1 462年間 なし 合計 49 6 ▲ 6

0

建築 終期未定

0

0

1年間 100万円未満の増額 0

0

第3次□□計画の策定 なし 2016年度～ 2 事務・建築

0

0

▽▽施設整備の開始（※＊＊地区施設整備の終了に伴う業務量の減で対応可） 重点事業プラン なし なし

0

0

○○システムの再構築 行政経営改革プラン 2015年度～ 3 事務 2年間 100万円以上の増額

No. （業務量が増となる）　事　由 計画等の位置づけ
定数への影響 （参考）

事業予算への影響

0

影響の有無 定数 職種 期間

0

0

0

0 0

0

8

9一般作業 9 9

自動車運転 8 8

4減額が可能 保育士 4 4

1

○○に係る入力作業への臨時職員の活用 なし 2015年度～ ▲ 1 事務

なし 栄養士 1

22

東京都の受託事業（△△貸付事業）の終了 なし 2017年度～ ▲ 3 保健師 1

減額が可能 保健師 2

1 1

××事業の補助対象者の見直しに伴う補助事業縮小 なし なし

100万円未満の増額 電気 1●●施設への指定管理者制度導入 その他（●●推進計画） 2015年度～ ▲ 2 事務

▲ 1 2

○○システムの再構築に伴うシステム運用作業の見直しと事務の簡素化 行政経営改革プラン 2016年度～ ▲ 1 事務 1 1減額が可能 機械 1

No. （業務量が減となる）　事　由 計画等の位置づけ
定数への影響 （参考）

事業予算への影響

土木 1 1 1

影響の有無 定数 職種 期間 建築 3

減

▲ 1

2

2

継続 15定数増

○○○○○○部 ２０１５年度　定数配分計画説明書 ●●課 分）

職種 14定数 継続

事務 19 5 ▲ 5 1 19

増 減

1 17

15定数

3 ▲ 5

資料６



(２)　　サンセット時期到来に伴う定数減

### なし

あり

No

(３)　　見直し時期到来に伴う定数増の見直し

### なし

あり

No

年度 年度

位

(４)　　定数の職種の見直し

### なし

あり

No

(５)　　その他の新規増減

### なし

あり

No

年度

位

1「事務と執行体制の確認シート」の大分類

○○管理事務
2

0

1

8

3百万円

4600 2百万円

配分期間

※定数減の場
合は記載不要

サンセット

配分種別

※定数減の場
合は記載不要

2年間

査定種別 査定・優先順位理由

部局内優先順位


※定数減の場合は記載不要

2

・年度後半からモデル課を3課指定し、2014年度にかけて問題点の洗い出しと、全庁への導入手法の検討を行う。
・モデル課の選定　50時間
・モデル課説明会・打合せ　3課×3回 450時間

500 0百万円

計画等の位置づけ （新5ヶ年）体系番号

一部採用

職種 事務

2015年度定数 部・局査定

1

事　由 実施予定の内容と稼働時間の内訳 稼働時間 予算規模

定
数
減

担当・係
6項目中

定数増の人件費(2年
間合計)及びシステム
更改費用以上の効果
があること、他の新規
事業に対しては、課
内の他の事務の効率
化で生まれた時間で
取り組んでおり、本取
り組みへの対応が困
難なことから優先順
位１位とする。
なお、打合せ等に係
る一部の業務を委託
して事務量を1000時
間減らし、事務職1増
の要求とする。（委託
料は500万円程度の
予定。）

2
0
1
5

・2013年度に引き続き、モデル課を3課での問題点の洗い出しと、全庁への導入手法の検討を行う。
・モデル事業業者打合せ　1回×12月　600時間
・モデル課打合せ　（課別）3課×6回　600時間　（合同）4回　300時間　（計）900時間
・庁内検討会対応（データ連携関係部署対象）　20回×30時間　600時間
・導入手法課内検討等　600時間

2700 1百万円 増減数

2

0

1

7

・2017年4月に新システム稼動予定。
（稼動により入力作業が簡素化され、1課あたり数十～100時間、全庁では年間約3000時間の事務量の削減が可能）

2
0
1
4

・○○区域に係る▲▲証明書の発行事務 事務

行政経営改革プラン ○-○-○ 2
0
1
6

・全庁への導入準備を行う。
・契約書や本仕様書の作成　100時間
・庁内の選考委員会事務　800時間
・庁内周知　（説明会）3回　300時間　（FAQまとめ）100時間　　（マニュアル作成）100時間
・業者との調整　（データ移行）4000件×0.5時間　2000時間、（仮稼動後の動作確認）1000時間、（最終動作確認）200時間

定数を増減する事由等 今年度の状況とこれからの取り組み

Ａ係

○○システムの再構築

1

事　由 担当・係 職種（見直し前） 定数 業務内容

○○業務に係る職種見直し
（土木→事務）

Ｃ係 土木 1

職種（見直し後） 職種見直しの理由

部・局査定

採用

土木職としての専門
性と業務内容が一致
していないと認められ
るため。

増
職種 事務

増数 1

職種 土木 査定種別 査定理由
減

・▲▲証明書は、××台帳の写しを証明書として交付するものであ
り、発行に当たっては土木の専門的知識を要しないため。

減数 ▲ 1

事由等 見直しの対象とする定数 見直し後の職種と職種見直しの理由 2015年度定数

△△△事務 0百万円

「事務と執行体制の確認シート」の大分類

部局内優先順位


その他（地域主権改
革）

決算規模
2
0
1
7 配分種別

※定数減の場合
は記載不要

想定稼働時間

想定稼働時間

担当・係
2
0
1
4

Ａ係

2

0

1

8

想定稼働時間

※定数を追加増す
る場合のみ記載0百万円

▲ 1

・認可の件数は2013年度の半分程度となる見込み。
・1件当たり平均処理時間は、マニュアル整備等による事務
の効率化が図られた結果、認可5時間、検査15時間と短縮
傾向にある。
・認可事務　112件×5時間＝560時間
・検査事務　101件×15時間＝1515時間

再
配
分

(

一
部
減

)

事務

4256
予算規模

増減数

予算規模

配分期間
※定数減の場合

は記載不要

2075

見直し
0百万円

配分種別

増
減

2年間 2
0
1
3

・認可件数実績215件/年、検査件数実績101件/年
・都からの権限移譲に伴い認可の更新申請件数が一時的
に増加した
・1件当たり平均処理時間は、認可10時間、検査20時間
・認可事務　2237時間
・検査事務　1998時間

決算規模
2
0
1
6

稼働時間

計画等の位置づけ （新5ヶ年）体系番号

定
数

2

2013

200
予算規模

想定稼働時間

・2013年4月の権限移譲に向けて、月1～2回程度、東京都
と打合せを実施したほか、認可・検査の基準等に係る規
則、要綱等を整備した。
・東京都との連絡調整　148時間
・規則、要綱等の整備　52時間

予算規模

採用

4･5月の傾向で年間
の傾向が図れるた
め、2013年度の事務
については想定どお
りと考えられる。しか
し移管されたばかり
の事務で次年度以降
の傾向がつかめない
ため、課の提案どお
り、再度来年度に定
数を見直すこととす
る。

職
種

事務 2020 再配分数 1

2
0
1
2

1

事　由 実施内容と稼働時間の主な内訳 実施予定の内容と稼働時間の内訳及び定数の考え方

職種

2
0
1
5

・認可件数（見込）　100件、検査件数（見込）　100件
・認可事務　100件×5時間＝500時間
・検査事務　100件×15時間＝1500時間
・要綱改正事務　20時間
・認可・指導に係る稼働時間は、おおむね2014年度と同程
度と想定されるため、当該事務に係る定数を1に見直す。
ただし、次年度に事務量を再確認し、再度定数を見直す。

想定稼働時間

稼働時間

査定種別 査定・優先順位理由

定数増を見直す事由等 これまでの取り組み これからの取り組み 2015年度定数 部・局査定

1年間
0百万円

年
度

検討結果

再
配
分

（
継
続

）

職種 事務

配分期間

サンセット時期が到来した事由 計画等の位置づけ （新5ヶ年）体系番号 担当・係

△△法に基づく認可・検査事
務等の移譲対応

配分内容 2

0

1

1

稼働時間

期
間

職種 事務

減数 ▲ 2
1 ▲▲制度の方針策定 なし Ａ係 減額が可能

 事業予算への影響 2015年度定数

減


